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税理士法人　伏見会計事務所

30人

１３．サービス業（他に分類されないもの）

氏　　　　　名

職　　　　　名

テレワーク、フレックスタイム出社の導入。長時間労働抑
制の働きかた改革の推進。従業員の健康をサポート。

出勤時間の短縮、継続するウイルス対策実施。管理日報の
デジタル化を確立、無理無駄のない業務推進、残業時間ゼ
ロを目指す。(残業時間前期比20％削減目標)加えて従業員
全員の健康診断実施と再検査になった場合のフォローを確
実に行う。

ＳＤＧｓ宣言書
　私たちは、持続可能なまちづくりに向けて、次のとおり取り組むことを宣言します。

2023

ゴール これまでの取組内容

事業所・団体等又は関連事業者等としての2030年の（又は中長期的な）あるべき姿

 企業の存在価値を高める為、開業したての事業主の方々が持続的に事業を行え、また当該事業を発展いただけるよ
う、会計事務所としての通常業務のみならず、４０余年の実績で培ったノウハウを多角的に発信し、地域経済に
とってオンリーワンの存在となることを目標にする。

事業所・団体等又は関連事業者等としてのねらい、特徴的な活動

　令和３年より、近隣の交通手段の無い高齢者の方々に対し、確定申告時期に事務所を開放し、無料相談会やｅ-Ｔ
ＡＸによる無料での電子申告の補助を行っている。また、近年の感染症の影響から、特に影響を受けた外食産業に
対し、弊社負担の金券｢Ｓｈｉｚｕｏｋａ応援チケット｣を発行し、登録店舗へのサポートを微力ながら行った。さ
らに、静岡市葵区瀬名近隣の個人事業主が集まるコミュニティ（ＣＰＡ）の活動に参加し、イベント来場者に対し
無料税金相談会、コミュニティの個人事業主に対し税金セミナーを開催している。最後に、開業間もない事業者へ
の報酬を２年間（事業が潤滑に進む頃合い）割引サービスを実施し、事業の持続可能性をサポートしている。

目標に関連する取組内容

2023

地域経済の持続的成長への貢献。近年はコロナウイルス関
連助成金、支援金を主観業務の会計の面から漏れなくサ
ポートできた。また、疲弊する外食産業に対し｢Ｓｈｉｚｕ
ｏｋａ応援チケット｣という登録してくれた店舗で使用でき
る金券を自社負担で発行した。

キャリア形成支援、人材開発支援制度。月1回の必須所内研
修を実施。税務まわり(労務・保険)含め質の良い研修会を
実施。税理士試験前の会議室を自習室開放、ＴＫＣ巡回監
査士試験の税法科目を全員受験する。一昨年より未経験者
を２名採用している。

質の良い外部研修会への参加と、所内へのフィードバック
を行い体系的な研修制度を確立する。税理士試験合格者を
増やせるよう業務効率を向上させ、就業以降の時間の確保
に努める。現在税理士資格者５名、毎年一部科目合格者を
誕生させる。

税務、会計、経営に関する専門サービスを通して企業の存
続と成長のアドバイスを継続して行う。アフターコロナの
資金繰りや、これから開業予定の事業者を支えるべく、日
本政策金融公庫静岡支店様と共同で説明会を本年度１回開
催する。

５

 　３　取組目標は、出来る限り定量的に記載してください。
 　４　ゴールとの関連が不明なものは「その他」に記載してください。
 　５　取組目標については、毎年１月に達成状況を報告していただきます。

１

静岡市葵区竜南３丁目１０番１８号

本社が届け出る場合は、事業所（支店・営業所等）の数

420-0804

事業所・団体等又は
関連事業者等の名称

業　　　　　種

従業員（構成員）数

代表者　職・氏名

所　　在　　地

http://www.t-fushimi.co.jp/ホームページＵＲＬ

松下　昌司

代表社員

宣言日

年12月31日までの取組目標

（記載上の注意）
　 １　「目標に関連する取組内容」は、３つ以上のゴールに関する取組を記載してください。
 　２　取組のない目標については、行ごと削除してください。

0 事業所

地域貢献・社会貢献。令和３年から静岡市葵区竜南近辺の
交通手段の乏しい高齢者に対し確定申告の無料サポートを
行っている。また消費税インボイス制度の説明をクライア
ントのみならず下請け業者様、他士業に向け説明会を開催
している。

葵区瀬名地区の個人事業主のコミュニティー（ＣＰＡ）を
引き続きサポート。税務、会計、助成金、融資の研修を行
う。令和4年実績4回、令和5年は2ヶ月に一度（うち１回は
弊社にて開催）を目標とし、ＣＰＡの法人化を機会に静岡
市全体に活動場所を増やす。ＣＰＡ会員様との業務提携後
は、会計による早期業績把握からリスクを先取りし、ゴー
ル８含み継続的事業を後押しする。

環境への配慮。できうる限りの電子申告を制度が始まった
当初から行い、紙の削減に努め、所轄税務署から表彰を頂
いている。また、消費電力の多いフロアをＬＥＤ化し、さ
らに意識して無人のセクションの消灯を促している。

数年前に採用したドキュワークスによって紙の削減は加速
した。所内研修の資料、ゴール３で示した日報管理システ
ムにより以前紙媒体で管理していたものは電子化できた
が、まだまだ削減の余地がある。紙使用率前年比20％減を
目標。


